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はじめに

　国家が実施するテロ対策は，その国内にいる
人々の安全確保を主な目的とする。もっとも，
同時にそれは，人権や法治等，当の人々が重ん
じてきた価値や理念を往々にして動揺させも
する。テロ対策がもたらすこのようなジレンマ
は，様相こそ違えども，立憲主義を謳うあらゆ
る国家に内在するものであろう 1 ）。
　近代ヨーロッパが，そのようなジレンマの発
祥であったかはさておきたい。とはいえ，2000
年代以後のヨーロッパ諸国も，このジレンマか
ら自由でいることが容易ではないようである。
2001年のアメリカで起きた「9.11」事件の後に
は，犯罪容疑者の逮捕と引渡しを国家間で容易
にするための欧州逮捕令状制度が導入された。
この制度は，引渡しからの自由や法的救済手段
の保障といった権利を後退させたと指摘され
た。あるいは，テロ関連資金を凍結する国際的
な措置は，財産権ならびに公正な裁判への権利
を軽んじていると批判された。一部の国が，テ
ロ容疑者を不法に拘禁および拷問したとされる
アメリカの情報機関に協力した疑惑も問題と
なった 2 ）。
　本稿は，ヨーロッパの28カ国からなるEUの
テロ対策が，2015年 1 月に発生したシャルリ・
エブド事件後にどのようなジレンマを惹起して
いるかを観察するものである。

シャルリ・エブド事件（以下「シャルリ事件」
または「事件」とする）は，武装したフランス人
兄弟が，パリに本拠をおく新聞社シャルリ・エ
ブドの事務所を襲撃したものであった。さら

に，同じくパリ市内のユダヤ食品店等でも襲撃
があり，シャルリ社の編集者らと合わせて17名
が犠牲となっている。
　犠牲者数の面でシャルリ事件以上に凄惨で
あったテロ事件は，近年においても少なくな
い。2004年のマドリード列車爆破事件，ならび
に翌2005年のロンドン爆破事件が，そのような
事件として想起される。しかしながらシャルリ
事件は，フランスのみならず，現代のヨーロッ
パが抱える構造的な問題をあらためて浮き彫り
にしている。無辜の民間人を殺害する襲撃は，
いかなる動機であれ許容されるべきではないだ
ろう。とはいえシャルリ社は，イスラム教の預
言者ムハンマドの風刺画をたびたび自紙に掲載
した。それがイスラム教徒によって冒涜と解さ
れることを承知のうえで，である。しかも襲撃
者は，いずれもフランス人ではあったが，マリ
系およびアルジェリア系の移民でもあった。貧
困家庭に育ち，進学や就職に際して差別される
境遇に不満をもっていたという。事件を「イス
ラム原理主義」勢力による「新たな宣戦布告」と
は単純に位置づけることができない側面を看取
できるのである 3 ）。

シャルリ事件を経てEU諸国の国民は，以前
にも増して，EUによるテロ対策を期待するよ
うになった。事件後に実施されたEU版世論調
査ユーロバロメータでは，EUが直面する問題
としてテロリズムを挙げる回答が，はじめて 5
指に入った 4 ）。EUは，EUの基本条約によって
与えられる権限にしたがい，加盟国の安全対策
を支援することができる。加えて，政策分野に
よっては自立的ないし排他的に対策を講じる権
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限さえもつ。あるいは，シェンゲンが象徴する
ように，人々の越境についての理念を築く求心
力にも，それはなってきた。こうした状況は，
先述のジレンマを，国家のみならずEUももち
うることを意味する。
　以下では，まず，テロ対策の強化を図るEU
において，安全と人権の関係をめぐる言説が変
化していることに触れる（第 1 章）。そのうえで，
EUのテロ対策が，人権と自由移動の権利の各々
について，いかなるジレンマをもたらしている
かを概観する（第 2 章，第 3 章），そして最後に，
シャルリ事件において最大の論点となった表現
の自由に論及することにしたい（第 4 章）5 ）。

第 1 章　�安全をめぐるEUの言説
　　　　─欧州委員会の戦略文書から─

　伝統的にEUは，テロ対策を含む安全政策が
もたらしうるジレンマに機敏であった。しかし
ながら，少なくとも言説の次元では，そのよう
な機敏さが後退する局面がみられるようになっ
た。シャルリ事件後に欧州委員会が発表した

『安全に関するヨーロッパの課題』と題する戦
略文書に，それは典型的に示される。
　『課題』は，2015年 4 月に発表されたものであ
り，2010年の『EUのための域内安全戦略』を実
質的に継承する文書である。そして，その『EU
のための（…）』は，「9.11」事件後の2003年に発
表された『より良い世界の中の安全なヨーロッ
パ』を改訂したものである。つまり，『課題』は，

『より良い（…）』から数えて 3 代目となる欧州
委員会文書となる。これらのいずれもが，安全
政策の原則や重点項目を明記するのであるが，
ジレンマに対する機敏さが薄れているようにみ
えるのは，この『課題』がはじめてとなる。
　このことは，これら 3 つの文書における記述
の仕方を比べると明らかである。
　2003年の『より良い（…）』は，人権について
次のように記述していた。「適切に統治された
民主国家からなる世界こそが，我々の社会を最
適な形で保護する。よい統治を普及すること，

社会と政治の改革を支援すること，汚職と権力
乱用に取り組むこと，法の支配を確立させるこ
と，および人権を保護することが

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

，国際秩序を
4 4 4 4 4

強化する最高の手段なのである
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

」（傍点は引用
者による。以下同じ）6 ）。2010年の『EUのため
の（…）』は，以下のような記述である。「公正，
自由および安全の諸政策は，互いに強化するも
のであるが，基本権

4 4 4

，国際的な保護，法の支配
およびプライバシーは尊重しなければならな
い。（…）。EUの諸条約と基本権憲章に定めるこ
れらの価値と原則が，EUの域内安全戦略を啓
発することになる」7 ）。
　2003年と2010年の文書では，人権の保護な
いし尊重が要請される脈絡は同じではない。前
者は手段として，後者は価値または原則として
それを要請している。しかしながら，そのいず
れもが，安全と人権の直接的な関係には触れて
いないか，もしくは当該の関係に触れることを
慎重に回避してきた。
　このような双方の文書に対して，シャルリ事
件後の『課題』は，次のような記述となってい
る。「安全と基本権の尊重は，互いに矛盾するよ
うな行ないではなく，互いに一貫し

4 4 4 4 4 4

，かつ補い
4 4 4 4

あう政策目標である
4 4 4 4 4 4 4 4 4

。EUの取組みは，法の支配
をはじめ，我々の開かれた社会がもつ共通の民
主的価値に基づくものであり，基本権憲章に定
める基本権を尊重および促進するものでなけれ
ばならない。あらゆる安全対策は，（…）必要性，
比例性および合法性という原則を守る必要があ
る」8 ）。
　安全対策を進めるうえで基本権を重んじるべ
きことを，この記述はたしかに明記している。ま
た，必要性の他，比例性および合法性という，基
本権の保護に向けた核心的な原則を守るべきこ
とも確認している。しかしながら，安全と基本
権の尊重が「互いに一貫し，かつ補いあう」とす
る断定的な記述は，少なくとも，EUのいずれの
主要機関もこれまで用いなかったものである。
　このような記述の背後にある論理を，欧州委
員会が独創したわけではない。第 1 に，この記
述に付された脚注は，基本権憲章 6 条および
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EU司法裁判所の2014年 4 月 8 日判決を参照し
たことを示唆している 9 ）。とはいえ，これらの
条文と判決を一読しても，安全と基本権尊重が

「互いに一貫し，かつ補いあう」とする論理を直
ちに導き出せるわけではないのである。
　基本権憲章 6 条からみておこう。EUの人権
目録として法的拘束力をもつ憲章において，当
該条文はたしかに，すべての人間は「自由への
権利と安全への権利」を享受すると規定する。

「安全」を基本権の核心的な要素である「自由」
と等置しているがゆえに，『課題』における記
述も一理あるとみる向きもあろう。しかしなが
ら，人権分野でEUの先輩格である欧州審議会
の人権文書（欧州人権条約）は，「安全」の範囲
を限定的に捉えてきた。憲章の取決めによる
と，6 条がもつ意味と範囲は，欧州人権条約の
対応条文がもつそれと同じである 10）。したがっ
て，脚注で憲章 6 条を挙げることをもって前出
の記述を正当化できるわけではない。
　EU司法裁判所判決の2014年 4 月 8 日判決も
また，これを正当化するには十分でない。判決
はたしかに，国際テロリズムと戦うことは，一
般的な利益であるがゆえに人権は制限されうる
と述べている 11）。しかしながら，それ以上のこ
とを，判決は何も述べていない。安全と基本権
尊重が「互いに一貫」することにも，あるいは

「補いあう」ことにも言及していないのである。
　第 2 に，一部のEU加盟国や国際連合が過去
に用いた表現を，それは彷彿させる。そのよう
な表現として想起されるのは，フランス議会が
2003年に制定した「国内の安全に関する法律」
である。この法律の第 1 条には，「安全は基本権
であり，個人的および集団的自由を行使するた
めの条件である」とあるのである。他方，国連
においては，各国代表よりなる総会が，『国連グ
ローバル・対テロ戦略』を採択している。2006
年に採択されたこの戦略文書には，以下の記述
がある。「（…）効果的な対テロ措置と人権の保
護は，矛盾する目標ではなく，補完的であり，
補強しあうもので（ある）」12）。
　『課題』を作成した欧州委員会が，これらの表

現を模倣し，あるいは少なくとも参照した蓋然
性は高い。しかしながら，フランス議会や国連
総会がこれらの表現を用いてから相当の歳月が
経っている。このことを鑑みれば，欧州委員会
は，テロ対策の徹底が急務であることを対外的
に知らしめるためにこれを模倣あるいは参照し
たと推察されるのである。
　もっとも，シャルリ事件後においては，人権
NGO はもちろん，同じ EU の機関である基本
権庁でさえ，EUの安全対策が人権を侵害する
ことを不安視している 13）。人々の安全を確保す
ることと人権を保護することは，各々に独自の
歴史的背景と含意をもつ政策目標である。その
ことは，シャルリ事件後も揺るがないはずであ
る。にもかかわらず，加盟国や国連総会の過去
の表現に囚われるあたりに，浮足立つ欧州委員
会の姿勢を垣間みることができる。

第 2 章　�EUのテロ対策と人権保護
　　　　─航空旅客情報をめぐって─

　EUは，シャルリ事件の発生前から広範なテ
ロ対策に着手してきた。犯罪者の情報を国家間
で共有するための「欧州刑事記録情報システム」
を構築しつつ，人々の過激化を防ぐためのネッ
トワーク（「過激化からの覚醒のためのネット
ワーク」）を形成することは，その代表的なも
のである。あるいは，テロ資金を追跡するため
の協定をアメリカと結ぶ一方で，武器取引への
規制を強化してもきた。これらと同等に代表的
な対策ではあるものの，人権への懸念から対策
が遅れているのが，航空旅客情報（Passenger 
Name Record: PNR）の管理について法制化す
る作業である。
　PNRに関するEU立法を求める声は，「9.11」
事件の直後からあがっていた。PNRとは，自社
の航空旅客について航空会社が保有する情報の
ことである。その情報が，潜在的なテロ犯罪者
らを当局が事前に把握し，もしくは事後に調査
するうえでの手がかりとなりうるのである。イ
ギリスをはじめとする多くの加盟国は，PNRを
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提供させる国内法を早々に整備した。EUもま
た，PNRの譲渡についての二者間協定を，アメ
リカやカナダ，あるいはオーストラリアと締約
するようにもなっていた。しかしながら，航空
会社が加盟国の当局に提供するPNRの対象項
目は，各国によってまちまちであった。当局が
管理する方式，管理期間，アクセス権者の範囲
等についても同様である。そのために欧州委員
会は，これらについて加盟国に共通のルールを
定める法案を欧州議会と理事会に提出した 14）。
　法案は，2007年に提出された後，リスボン条
約の発効を受けてあらためて2011年に提出さ
れた。しかしシャルリ事件の発生を経ても，迅
速に採択される気配はない。それだけ時間を要
しているのは，人権侵害の疑いを理由に欧州議
会が承認していないからである。2013年 4 月に
開かれた欧州議会の市民的自由・司法・内務委
員会は，同法案を賛成25票，反対30票で否決し
た。個人情報が管理される期間が長く，情報の
漏えいやプライバシーの面でも問題が多いとみ
なされた 15）。PNRの管理が整備されたところで
効果は低いのではないかという疑念も──フラ
ンス・トゥールーズやアメリカ・ボストンで起
こった銃撃，爆弾事件を念頭に──呈されてい
た 16）。
　市民的自由・司法・内務委員会の反対姿勢を
強固にしたのは，欧州データ保護監督官および
EU 基本権庁という，EU 次元における 2 つの
独立行政機関が出した意見であった。前者の監
督官は，このようなシステムを構築することは

「重大な透明性および比例性の問題を生む」と
指摘していた 17）。EU基本権庁は，収集された
PNRが当局によって恣意的に運用される可能
性を排除しなかったのである 18）。
　法案の反対勢力にとってさらに追い風となっ
たのは，翌 2014 年に EU 司法裁判所が下した
判決である。この判決は，2006年にEUが制定
していた指令を審理するものであった。電話や
メールを含む個人の通信データを当局が管理す
るルールを定める同指令について，司法裁判所
は，基本権憲章が定める基本権の侵害であると

断じた。すなわち，指令は，憲章 7 条と 8 条が
各々定めるプライバシーおよび個人データの保
護をどの程度妨げるのか，明確で適切なルール
を備えていない。それはまた，国家当局による
データへのアクセスやデータ保持の期間につい
ても明瞭さを欠いている。これらの理由づけを
含めて，司法裁判所は，同指令は無効であると
宣告したのである 19）。
　PNR法案に消極的な立場は，シャルリ事件を
経ても揺るがなかった。事件から 3 週間後に欧
州議会は，欧州委員会のアブラモプロス内務担
当委員を招いてEUのテロ対策を討議した。ア
ブラモプロス委員は，右派の政治グループに属
する議員らとともに，法案を早期に承認するよ
うにうったえた。しかしながら，2013年に市民
的自由・司法・内務委員会による否決を主導し
た緑の党ならびに欧州統一左派グループの態度
は変わらなかった。ドイツ選出のアルプレヒト
議員は，緑の党を代表して次のように述べた。

「安全を強化するあらゆる措置が必要であると
考える人々に私は賛同する。しかしこの法案
は，すべての市民を監視するものであり，その
ような措置とは正反対のものである。EU市民
の安全と自由を弱める象徴的な措置が提案され
ている」20）。そのうえで，次のように括った。「す
べての人を監視するようなことは止めていただ
きたい。中国やバーレーンが行なっていること
と寸分も違わないのだから」。欧州統一左派グ
ループからは，同じくドイツ選出のエルンスト
議員が，以下のように表明している。「テロが起
こるのは，彼らをすべての加盟国が身内として
扱えていないからである。（…）我々の社会にみ
られる反イスラム，反ユダヤ，外国人嫌悪につ
いて真摯に議論することが先決である」21）。
　第 2 勢力で中道左派に位置する社会民主グ
ループからは，より妥協的な意見が出た。すな
わち，イタリア選出のピッテッラ議員は，「自由
に影響を与える措置を，我々は支援するつもり
はない」としながらも，法案の修正協議には応
じる姿勢を示している。中道右派で，議会内の
最大勢力である欧州人民党にも触れておこう。
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同党は，法案を成立させることに以前から積極
的であった。しかしそれでも，「欧州議会はより
団結していることを人々に示す必要がある」と
ホールマイヤー議員（ドイツ）が示唆したよう
に，成立を急いでいるようにはみえないのであ
る 22）。
　法案に対する欧州議会の立場は，当該分野に
おいて同議会の権限が近年拡大したことと関
係している。すべての加盟国の批准の下にリス
ボン条約が発効したのは，2009年のことであっ
た。この条約は，刑事司法協力と警察協力の分
野におけるEUの立法には，欧州議会の承認が
必要であると規定した 23）。リスボン条約以前
は，この分野でEUが立法するには，各国の閣
僚級の代表からなる理事会の承認があれば足り
た。同条約によって欧州議会は，理事会と同様
の拒否権を享受するに至っているのである。そ
れゆえに，この法案を容易に通過させないこと
により，自らの賛同なくして法制化はできない
ことを市民とメディアにアピールする動機をも
つようになっている。
　それとともに欧州議会が重視したのは，PNR
法案が，いずれかの加盟国と第三国を結ぶすべ
ての国際線を対象にしている点である。国際線
のネットワークが普及する現代のヨーロッパに
おいて，このことは，膨大な数に上る利用者の
人権が影響を受けることを意味する。EUによ
る従来のテロ対策は，主として潜在的なテロリ
スト自身とその協力組織を取り締るものであっ
た。そこで提起されうる問題は，大多数の加盟
国国民にとっては他者の

4 4 4

人権だったのである。
しかしながら，PNR法案はそうではない。自ら

4 4

の
4

人権に影響を与えうることが明らかとなった
がゆえに慎重を期する声が相次いだ。加盟国国
民から直接選挙で選出される欧州議会議員は，
そのような声を軽視できなかった。

第 3 章　�出入国審査と EU 市民の自由
移動

　潜在的なテロ犯罪者およびその協力者の越境

に対応する手段は，もちろんPNRだけではな
い。出入国時の人物審査において，彼／彼女ら
の越境を確認することも重要である。
　不法移民や難民を含む第三国の国民について
は，この場合，従来の審査を徹底し，かつ警察権
限を局所的に強化する措置が考えられる。その
際に人権水準が低下する恐れはあるが 24），EU
でむしろ提起されたのは，第三国の国民に加え
て，加盟国の国民による越境をいかに把握する
かである。というのも，その中には，テロ犯罪者
や協力者になりうる人物が，3,000名から5,000
名ほど含まれると推計されるからである 25）。
　加盟国国民の越境に対応するパターンは，4
つある。彼／彼女らを，①出国させない，②EU
から出域させない，③EUに再入域したことを
把握する，④帰国したことを把握する，という
パターンである。これらのうち，①と②はあま
り問題とはならない。国の安全や公の秩序を守
るために必要と判断した場合，当該国は，一定
の条件を満たせば自国民を出国させないこと
がすでに可能だからである 26）。出国させなけれ
ば，むろんEUから出域することもできない。
他方において，③および④のパターンが，より
論争を呼んでいる。というのも，EUに加盟する
諸国の大半は，シェンゲン協定を通じて独特の
出入国政策を採ってきた 27）。③および④への対
応いかんでは，そのような政策の理念が揺らぐ
恐れがある。
　諸国の出入国政策が，どのように独特である
のか。ひとつは，よく知られているように，諸
国間の国境（域内国境）での出入国審査を，原
則として廃止していることである。EUと加盟
国は，審査の廃止によって可能となる「自由移
動」を，あらゆる国民が享受するEU市民権の
一部として権利化してきた。域内国境において
審査は，例外的に実施されるにとどまる。国際
スポーツ試合が開催される場合や，難民が一時
的に大量流入する場合がそれである 28）。
　あとひとつは，第三国との域外国境におい
て，旅券の確認等，最低限の審査によってEU
に再入域できることである。もっとも，最低限
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の審査で再入域できることも，あくまで原則で
あるにすぎない。「自由移動の権利を享受する
個人が域内の安全，公共政策，加盟国の国際関
係への深刻な脅威ではないことを，もしくは公
衆衛生への脅威ではないことを確認するため
に」審査官が国家およびEUのデータベースに
照会することは，シェンゲンのルールでは認め
られている 29）。
　状況に応じてデータベースに照会できるとい
うルールは，一般的な通念に照らして納得でき
ることではある。ただし注意するべきは，デー
タベースへの照会は体系立てない方法

4 4 4 4 4 4 4 4

（une 
manière non systématique）で行なうという縛
りがあることである 30）。
　シャルリ事件後に最大の争点となったのは，
この縛りがあることの是非であった。というの
も，体系立てない方法

4 4 4 4 4 4 4 4

を用いていては「（域外国
境の）審査官は，疑わしいEU市民各人をデー
タベースで確認できるものの，（再入域する）す
べてのEU市民を審査することはできない」31）

からである。あるいは加盟国が，「たとえばシリ
アといった特定の国から帰着するすべてのEU
市民を，審査官が審査することはできないと理
解している」32）からでもある。シリアやイラク
等，EUの域外でテロや戦闘の訓練を受けた者
でも，いずれかの加盟国の国民であればEUに
容易に再入域できる。ひとたび再入域できれ
ば，出身国にも審査なく再入国できる。そのよ
うな現状を懸念する声が強まったのである。
　たとえば，各加盟国の司法内務担当大臣ら
は，シャルリ事件後に次のように表明した。

「我々は（…）自由移動の権利を享受する個人を，
テロとの戦いに関連するデータベースに照会し
つつ，体系的に

4 4 4 4

審査できるように変更するべき
であると考える」（傍点引用者）33）。体系立てな
い審査では限界がある。それゆえ，これを体系
立てて実施できるようにシェンゲンのルールを
改正するべき旨主張したのである。
　もっとも，たとえ加盟国政府の閣僚らによる
主張であっても，それがEUとして遅滞なく実
現するわけではない。シェンゲンのルールを改

正するには，欧州委員会の発議が必要だからで
ある。さらには，PNR立法の場合と同様に，欧
州議会の承認も必要だからである。今回の縛り
については，まずは欧州委員会が，改正するこ
とに消極的である。委員会によると，体系的な
審査でなくとも潜在的なテロリストは排除でき
る。シェンゲンには，SISⅡと呼ばれる情報シ
ステムをはじめ，優れたデータベースが備わっ
ている。他の加盟国および第三国からの警戒情
報も，順次更新される。これらのデータベース
と警戒情報を効果的に活用することが先決であ
ると考えるのである 34）。
　ただし欧州委員会は，一定の歩み寄りもみせ
ていた。シャルリ事件が発生する前のことであ
るが，次のように勧告していた。「審査官が，特
定の旅行ルート（たとえば紛争圏域からのフラ
イト）に関するデータベースを用いて，リスク
評価に該当する特定のカテゴリーの個人を体系
的に審査することは可能である」35）。分かりづ
らい文章であるものの，特定のカテゴリーの個
人については体系的な審査を許容できる場合
もある，という主旨である。この勧告は非公式
のものであるため，いかなる法的効果ももたな
い。とはいえ，以上の勧告を行なった欧州委員
会の意図を推測することはできる。体系的な審
査に向けて欧州議会の承認を得ることは容易で
はない。その代替案として，ルールの縛りを柔
軟に運用することによって加盟国を懐柔したい
という意図である。
　加盟国は，欧州委員会の意図を充分には汲ん
でいないようにみえる。ある報道は，シャルリ
事件後のドイツの空港における審査を取り上げ
ている。対外国境となるその空港では，紛争地
に程近いトルコ・イスタンブールからの乗客の
中の「とりわけ，特定の年齢層の男性」に対して
特別の審査を行なった。「特定の年齢層」の「男
性」を対象とする審査が，先述の欧州委員会勧
告と整合しているかは瞭然としない。ドイツ下
院の野党議員は，このような審査はシェンゲン
の明確なルール違反であると指摘した。そのう
えで，「体系的な審査」の内容について，EU司
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法裁判所が適切な解釈を施すべきことを示唆し
ている 36）。
　対外国境の審査をめぐる論争は，PNR法案と
は異質の問題を提起する。PNRは，個人情報や
プライバシーという，文字どおり人間としての
権利である人権規範の核心に関わっていた。国
境審査の議論は，そこまで踏み込むものではな
い。それは，マーストリヒト条約によって創設
されたEU市民権としての自由移動の権利にす
ぎないからである。とはいうものの，対外国境
において円滑な移動を促すことは，域内国境を
廃止することとともに，当該権利を具現するた
めの理念となってきた。2002年に欧州委員会が
作成した文書には，次の記述がある。「対外国境
における審査の手続きがより効果的になれば，
加盟国国内の安全が強化されるのみならず，
EUと第三国の間の人，物資および商品の移動
も加速される」37）。そして，文書は次のように続
く。「経済的および文化的な交流，とりわけ地理
的に近接する第三国との交流は，そうなること
によって互いに利益を生むに違いない」38）。
　シェンゲン・ルールの改正をめぐる論議は，
EU市民の移動についての理念そのものに修正
を迫る力学を内包している。しかしながら，あ
らゆる理念は，それがひとたび修正されるや否
や，本来有する崇高さを取り戻せなくなる。改
正論議は，EUを支えてきた理念が分岐点を迎
えていることを暗示する。

第 4 章　風刺画問題とEU

　最後に，表現の自由をめぐるEUの様態に触
れたい。シャルリ事件は，2005年のデンマーク
風刺画事件と似て，表現の自由をめぐる問題を
提起する事件であった。シャルリ社は，イスラ
ム教預言者の風刺画を，度重なる脅迫にもかか
わらず掲載し続けた。これによって凶弾に倒れ
たと目される編集部スタッフを，人々は，自由
の守護者とみなした。パリ内外の街頭で掲げた

「私はシャルリ」のプラカードには，彼らへの賛
同の念が込められたのだろう 39）。

　もっとも，イスラム教徒にとっては，崇敬す
る預言者が描画されること自体耐え難いもの
であることも周知のとおりである。ましてや，
預言者を風刺することは冒涜であり，当然に処
罰されるべき行ないであるとみなされる。むろ
ん，そうであるからとはいえ，大半のイスラム
教徒は，シャルリ事件のような暴力を支持する
わけではない。
　双方の立場の相違を一般的に考察する作業
は，もとより本稿の目的ではない。ここで確認
したいのは，EU次元での指導者の多くが，シャ
ルリ社の行ないを暗に支持するか，あるいは少
なくとも不問に付したことである。
　以下の言明は，このような状況を象徴してい
るといえるだろう。
　「我々の基本的な価値への，すなわち，我々の
民主主義の骨組みである表現の自由への，野蛮
な攻撃である」（欧州理事会のトゥスク常任議
長による声明より，事件当夜）40），
　「表現の自由，人権，民主主義，寛容および法
の支配への限りなき愛着を，我々は再確認す
る」（フランスのカズヌーブ内務相が招いた会
合の共同声明より，2015年 1 月11日。欧州諸国
のほか，アメリカ，カナダおよび欧州委員会代
表が出席した）41），
　「自由な言論，出版の自由，寛容および相互の
尊重という我々の重んじる価値を侵食する恐
怖，反ユダヤ主義，イスラムへの嫌悪，憎悪を
許すべきではない」（欧州議会のシュルツ議長，
同 1 月12日，ストラスブールで開かれた本会議
にて）42），
　「連帯，表現の自由を含む自由，多元主義，民
主主義，寛容および人の尊厳。EUの中核にある
これら基本的な価値と人権を，（パリにおける）
攻撃は標的にした。（…）我々は，民族や宗教に
動機づけられた暴力と人種主義からすべての市
民を護衛する意志をもつ」（欧州理事会非公式
会合，同 2 月12日，丸カッコ内は引用者）43）。
　これらの言明の多くは，普遍的と思われる規
範をたしかに含んでいよう。すなわち，表現の
自由は不可侵の人権であり，これを攻撃する暴
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力は許されない。また，いかなる暴力と憎悪も，
イスラムやユダヤをはじめとする諸宗教と結び
つけるべきではない，という規範である。しか
しながら，表現と冒涜の問題は，このような規
範を言明すれば解決に向かうような根の浅い
ものではないだろう。このような中で，EUは，
シャルリ事件があらためて提起する当該問題に
向き合う作法
4 4 4 4 4 4

をいまだみいだせていないのであ
る。
　このことは，第 1 に，EU役職者の無神経と
もいえる言明に表れている。欧州理事会のトゥ
スク常任議長の言明が典型である。
　シャルリ事件の翌日にトゥスクは，理事会議
長国に就いたラトビアでの講演において，次の
ように述べている。「我々の自由に向けられた
野蛮で暴力的な襲撃を，我々は恐れない。フラ
ンス人よ，ラトビア人よ，ポーランド人よ，我々
はみな，自らを自由に表現する権利のために
戦っている。我々がEUを建設するのは，まさ
しく，あらゆる暴力から効果的に我々の価値を
守るためである」44）。フランスは事件の発生国
であり，ラトビアは当時の議長国である。さら
に彼がポーランド出身であるがゆえに，これら
3 カ国の国民に呼びかけるかたちになったのだ
ろう。しかしながら，フランス人への呼びかけ
はさておき，ラトビア人やポーランド人にまで

「自らを自由に表現する権利のための戦い」を
呼びかけるのは大袈裟である。事件をもたらし
た預言者の描画の問題から飛躍している。
　事件の翌週にリトアニアで行なった講演で
も，似たような言明があった。「パリのデモは，
欧州における自由と寛容を支持する，近年に例
のない大規模で平和的なものであった。それ
は，200万人が自由を求めた1989年 8 月の“バ
ルトの道”を思い出させた」というのがそれで
ある 45）。“バルトの道”とは，ソ連の支配に反
対するためにバルト沿岸地域の人々が繋いだ，
人間の鎖のことである。トゥスクは，ソ連領で
あった冷戦末期のリトアニアに共感を示しつ
つ，パリのデモをこれと重ねみたのだろう。と
はいえ，ソ連の支配下における自由は，シャル

リ事件のそれとは脈絡が異なる問題である。同
一に捉えるべき性質のものではない。
　第 2 に，事件が提起した表現と冒涜の問題に
腰を据えて対峙する気概を示せていない。
　EU域内の人権問題を監視する独立機関に，
EU基本権庁がある。その基本権庁は，事件後に
公表した「EUにおけるパリ襲撃への対応」と題
する文書の中で，EUの安全対策が基本権に与
えうる影響について勧告した。しかし同庁は，
次のように述べて，当該問題に切り込むことを
回避するのである。「（…）襲撃犯は，移民の背
景をもつ若いイスラム教徒のEU市民であり，
彼らの地元で過激化していた。したがって主眼
は，表現の自由の問題から，暴力的な過激化を
防ぎ，かつテロリズムに対応することに移るこ
とになった」46）。問題の根本に迫るEU機関が他
にあったという話も聞かない。
　事件が提起した表現のあり方をめぐる問題
は，フランスに限らず，全欧的な論争を呼んで
いる。フランスの日曜紙による電話アンケート
では，「イスラム教徒の気分を害することを考
慮し，掲載は避けるべきだ」という回答が 4 割
を超えた 47）。ローマ法王もまた，シャルリ社を
名指しはしなかったものの，宗教を侮辱するよ
うな表現の自由には「限界がある」と声明して
いる 48）。
　表現をめぐる二重基準の存在についても，枚
挙にいとまがないほど指摘された。ごく一例と
して，リベラシオン紙の指摘を省みておこう。
同紙によると，公共の場でヒジャブを着用でき
ない女性は，自らの信仰を表現することができ
ないでいる。また，イスラエルのガザ侵攻に抗
議し，あるいはパレスチナを支援する国内デモ
は，フランス政府によって禁じられるところと
なった。このような見地から，同紙は，表現の
自由をことさら擁護する指導者らは，少数者を
抑圧する側の自由のみを擁護していると論難し
た 49）。
　このようなアンケート結果，法王の声明ある
いは二重基準の指摘等を，フランスの政治指導
者がその政策にいかに反映するのか。それは，
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彼／彼女らの考え次第であろう。共和国建国の
理念とライシテの原則に加えて，彼／彼女自身
の信条，所属政党の方針，国内支持層との関係
が，評価と活動に密接に関わるからである。以
上のことは，デンマーク等，風刺画をめぐる問
題を抱える近隣国の指導者についてもかなりの
程度当てはまるだろう。
　もっとも，EU次元となると話は別である。襲
撃が起こり，犠牲も出たフランスに寄り添い，
ともに非難することは，たしかにEUに求めら
れる態度ではあろう。とはいえ，表現を含む自
由をめぐって域内の人々を唱導するだけの権
威をEUはもたない。自由に向き合う作法さえ，
身につけているようにはみえない。「冒涜罪は，
表現の自由を制限し，宗教的少数者を抑圧もす
るがゆえに撤廃されるべきである」50）。このよ
うな方針を強調するのみである。
　すべての加盟国が締約するEU条約では，多
元主義や男女平等とともに，寛容と非差別を
EUとして重んじることが示唆されている 51）。
この示唆を鑑みつつ，イスラムをはじめとする
多様な宗教的価値観との共存をより調停する役
割を担うことも不可能ではないはずである。し
かしながらEUは，シャルリ事件を経てもその
ような役割を担う機会を放棄したままである。

おわりに

　シャルリ・エブド襲撃事件がEUの行動にい
かなる影響を与えるかは，事件から一年を経て
いない現時点では分からない。しかしながら，
安全と基本権尊重は一貫するという欧州委員会
の言説は，それがたとえEUとしての一致した
表明ではないにせよ，浮き足立った，安易な関
係づけである印象を免れない。PNRを共通ルー
ルの下で管理するための法案は，潜在的なテロ
リストの人権のみならず，より広範な人々の
権利が制限される可能性を高めている。あるい
は，域外国境についてのルールを改正するべき
であるという要請は，長年にわたり確立されて
きたシェンゲンの理念を修正しようとするもの

である。
　EUのテロ対策が，EUによる人権保護の水準
を明確に低下させたと議論することは尚早であ
ろう。そのような議論は，加盟国の動向とあわ
せて分析しないかぎり，あまり有意であるとは
思えないからである。しかしそれでも，EU次元
で築かれてきた規範や理念が動揺しつつあるこ
とは観察できる。テロ政策がもたらすジレンマ
は，以前にも増して顕著であるようにみえる。
　EUは，表現の自由という伝統的な権利と適
当な距離感を保つことにも苦労している。シャ
ルリ社という表現者が事件の犠牲になったこと
により，EUが表現の自由を守護する側に立た
ざるをえないことは理解できる。とはいえ，EU
の政治指導者による無神経な言明が，対立を
煽ってさえいる状況がみうけられる。表現を冒
涜とする解釈に誠実に向き合う術も備えていな
いようである。
　シャルリ事件後のフランスで反響を呼んだ小
説に，ウエルベックの『服従』がある 52）。この小
説は，フランス国内やEU域内でテロが起こる
類のあらすじではない。それにもかかわらず反
響を呼んだのは，イスラム教を重んじる政治指
導者がフランス共和国大統領になるという思考
実験が斬新だったからであろう。フランスでこ
のような大統領が実際に誕生しうるかはさてお
くにせよ，主人公の大学教師がイスラムの価値
観を受容しようとする心理過程はたしかに印象
的である。
　EUの指導層は，主人公のような心理過程と
は一見するところ無関係である。しかしなが
ら，彼／彼女らは，イスラムのみならず，ます
ます多様化する価値観の中で人権への信念を表
明しなければならない。テロリズムは，人々の
生命等，物理的な安全のほか，既存の価値観に
対する挑戦でもある。そのような挑戦に対抗す
る強靭さをEUがもちうるのか，今後はさらに
問われることになる。
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